2010年7月25日

全日本断酒連盟

三田義久会長御侍史
　　　　　　　　日本アルコール関連問題学会理事長　丸山勝也
貴会に於かれましては、御清栄のこととお慶び申し上げます。

全日本断酒連盟は、アルコール依存症からの回復をめざす貴重な社会資源として、多くのアルコールで悩む当事者とその家族の皆さんに希望の灯をともし続けて活動されていることに、日頃より敬意を表しているところです。

私達日本アルコール関連問題学会はアルコール関連問題・アルコール使用障害を抱える人々に対する医療・福祉・保健・司法などに係る多職種の学会員によって構成され、アルコール依存症者や多量飲酒者の回復・支援、ネットワーク活動や予防活動などに関する研究活動を行って参りました。また、飲酒運転などの社会的問題についても研究成果をもとに社会への提言活動を貴会とともに、続けて来ましたことは周知の通りです。

2010年7月17日、神戸における当学会総会では、WHOのアルコール有害使用低減戦略の日本での実現を図るため、アルコール関連問題対策基本法（仮称）の制定に向け、学会として取り組むことを決定しました。

その決定を踏まえ、今後は酒害のエビデンス等をまとめてアルコール白書（仮称）の作成のため日本アルコール・薬物医学会、日本アルコール精神医学会との共同作業を開始する予定でおります。以下に学会決議の内容をお知らせすると同時に、今後の貴会の取り組みのご参考にしていただければ幸いです。

日本アルコール関連問題学会総会の決議内容
１．アルコール関連の専門家を結集し、「アルコール白書」を作成する。集約されたエビデンスを基本法制定に向け、また、社会への啓発として活用する。それぞれの専門家に執筆を願う。
①アルコール有害使用による被害の現状(総論)：②アルコール消費とアルコールの社会的コスト：③臓器障害の現状と最新知見：④アルコール依存症の現状：⑤職場のアルコール問題の現状と対策：⑥プライマリケアでの現状と対策：⑦夫婦関係・親子関係への影響と対策：⑧次世代への影響と対策：⑨自殺と対策：⑩飲酒運転：⑪家族暴力：⑫児童虐待：⑬犯罪：⑭ホームレス：⑮重複障害：⑯急性アルコール中毒：⑰若者の飲酒問題：⑱高齢者のアルコール問題：⑲アルコールのCMの問題点：等
２．当学会に加えて、日本アルコール精神医学会、日本アルコール・薬物医学会の３学会共同提案として、WHOのアルコール世界戦略の実現・基本法制定に向けて、社会にアピールする。

3．基本法制定要望書にアルコール医療・福祉・公衆保健の従事者に賛同を要請する。
4．基本法制定促進会議(仮称)の提案　全断連とアスクなど、広く市民団体に呼び掛ける。
5．上記の行動を実現するために、学会は予算的措置を講じる。不足の場合、学会員に募金を要請する。
6．理事は役割分担を行う。
アルコール世界戦略遂行：総括担当理事

アルコール白書作成・総括：担当理事　
学会アピール起草・基本法制定要望書作成：担当理事
渉外・組織：・担当理事(関東)

2010年7月25日

アルコール薬物問題全国市民協会(ASK)
今成知美代表御侍史
　　　　　　　　　　　　日本アルコール関連問題学会理事長　丸山勝也
貴会に於かれましては、御清栄のこととお慶び申し上げます。
アルコール薬物問題全国市民協会は、アルコール・薬物依存症についての社会への啓発活動、予防活動などを長年推進されて来られ、また、アルコール関連問題について政府への要望などを積極的に行って来られたことに、私どもは日頃より敬意を表しているところです。

私達日本アルコール関連問題学会はアルコール関連問題・アルコール使用障害を抱える人々に対する医療・福祉・保健・司法などに係る多職種の学会員によって構成され、アルコール依存症者や多量飲酒者の回復・支援、ネットワーク活動や予防活動などに関する研究活動を行って参りました。また、飲酒運転などの社会的問題についても研究成果をもとに社会への提言活動を貴会とともに、続けて来ましたことは周知の通りです。

2010年7月17日、神戸における当学会総会では、WHOのアルコール有害使用低減戦略の日本での実現を図るため、アルコール関連問題対策基本法（仮称）の制定に向け、学会として取り組むことを決定しました。

その決定を踏まえ、今後は酒害のエビデンス等をまとめてアルコール白書（仮称）の作成のため日本アルコール・薬物医学会、日本アルコール精神医学会との共同作業を開始する予定でおります。以下に学会決議の内容をお知らせすると同時に、今後の貴会の取り組みのご参考にしていただければ幸いです。
日本アルコール関連問題学会総会の決議内容
１．アルコール関連の専門家を結集し、「アルコール白書」を作成する。集約されたエビデンスを基本法制定に向け、また、社会への啓発として活用する。それぞれの専門家に執筆を願う。
①アルコール有害使用による被害の現状(総論)：②アルコール消費とアルコールの社会的コスト：③臓器障害の現状と最新知見：④アルコール依存症の現状：⑤職場のアルコール問題の現状と対策：⑥プライマリケアでの現状と対策：⑦夫婦関係・親子関係への影響と対策：⑧次世代への影響と対策：⑨自殺と対策：⑩飲酒運転：⑪家族暴力：⑫児童虐待：⑬犯罪：⑭ホームレス：⑮重複障害：⑯急性アルコール中毒：⑰若者の飲酒問題：⑱高齢者のアルコール問題：⑲アルコールのCMの問題点：等
２．当学会に加えて、日本アルコール精神医学会、日本アルコール・薬物医学会の３学会共同提案として、WHOのアルコール世界戦略の実現・基本法制定に向けて、社会にアピールする。

3．基本法制定要望書にアルコール医療・福祉・公衆保健の従事者に賛同を要請する。
4．基本法制定促進会議(仮称)の提案　全断連とアスクなど、広く市民団体に呼び掛ける。
5．上記の行動を実現するために、学会は予算的措置を講じる。不足の場合、学会員に募金を要請する。
6．理事は役割分担を行う。
アルコール世界戦略遂行：総括担当理事

アルコール白書作成・総括：担当理事　
学会アピール起草・基本法制定要望書作成：担当理事
渉外・組織：・担当理事(関東)

参考資料　　　　　　　日本アルコール関連問題学会事務局長　松下幸生

基本法の趣旨を御理解いただくために下記の点を参考までに付記させていただきました。

A　基本法への取り組みの必要性

１．WHOはアルコール有害使用に起因する疾病負担のかなりの割合が交通事故、暴力、自殺によっていること、エイズ、結核、肺炎等の感染性疾患とも関係があることを指摘し、アルコール有害使用低減への戦略は、これらの課題と連携と提携をするように求めています。

２．日本社会においても、飲酒運転問題，自殺問題，家族暴力，児童虐待など深刻な事態が続いていますが、これらの問題の相当部分の根幹には多量飲酒・アルコール依存症などのアルコール有害使用の問題があります。すなわち、上記の問題の相当の部分はこの根幹から生じた「枝葉」なのです。それゆえ、根幹部分への対処抜きには、自殺対策も飲酒運転対策などの枝葉の問題の多くは改善して行かないのは明らかです。基本法はWHOの決議に沿ったアルコール有害使用の問題に対処するものです。

３．WHOはアルコール有害使用の問題は、厚生労働省、国土交通省、法務省、文部科学省、財務省、法務省など多部門、多機関が相互に連携し、統一した方針のもとに活動して行く必要があること、そして、関連省庁だけでなく、他の関連機関からなる「全国アルコール対策会議」のような効果的・恒久的な調整機構の設置を求めています。これらを可能にしていくには、基本法が必要です。類似の法体系や取り組みとしては、自殺対策基本法があり、この基本法によって自殺対策は総合的に進められています。基本法のイメージは自殺対策基本法を基に作成したものです（添付資料参照）。

４．ＷHOは３年後の総会に加盟国はアルコール有害使用低減戦略の取組結果を報告するように義務を課しています。この間に、基本法制定とそれに基く対策の充実がなされることが日本政府や地方自治体、学会、断酒会などの自助グループなどの関係機関に求められています。

B　基本法のない現状

１．アルコール有害使用（多量飲酒とアルコール依存症）という根っこの部分への一次予防（発生予防）、二次予防（進行予防）、三次予防（再発予防）を行う法的義務はありません。厚生労働省は勿論、他の省庁でも対策の法的義務はありません。公衆保健、医療行政全般の一部としてアルコール有害使用低減対策は行われているにすぎません。

２．法的根拠がないために、地方自治体は、アルコール有害使用低減対策に特化した法的義務はありません。

３．そのために、現実に精神保健推進センターなどの地方自治体での取り組みはやせ細っています。自殺対策、薬物乱用防止対策と比較すれば一目瞭然です。

４．内科医や救急医や産業医との連携も地域で熱心なスタッフのいるところで、細々と続けられている現状にあります。その結果、スタッフのいないところでは取り組みは皆無です。

５．産業医の認定プログラムには「メンタルヘルス対策」という項目はありますが、うつ病対策、ウツ病を中心にした自殺対策が中心です。多くのセンターのプログラムにはアルコール問題は入っていません。

C　基本法が出来たら

１．全国アルコール対策会議が、関係省庁、日本医師会、関連学会、全断連等によって構成され、対策大綱が制定され、「アルコール関連問題取り組み月間」などが決められ、国や地方自治体にはアルコール関連問題対策費として予算化されます。

２．これを受けて、地方自治体ごとに「アルコール対策会議」が開催され、関係スタッフへの啓発とネットワーク作りが支援されます。

３．これらの結果、医療、福祉、公衆保健、産業現場の様々な局面で、リスクのある人が治療や回復への入り口に早期に立つことが出来るようになります。

４．断酒会などの自助グループも重要な「アルコール対策会議」の構成員として、ネットワークの一員となります。

５．全断連など当事者やその家族への支援も強化されます。

D　次の点が、具体的な改善点と予想されます。

アルコール有害使用を低減することの取り組みによって、次の改善ができます。

１．多量飲酒やアルコール依存症による健康被害を減らすことが出来ます。

２．アルコール性臓器障害、気分障害などの医療費を減らせます。

３．欠勤、病欠、健康障害の減少によって、労働力の確保が出来ます。

４．家族の精神的苦痛を軽減できます。

５．家族崩壊を防ぎ、次世代への悪影響も防止できます。

６．自殺対策も進みます。

７．学校教育を強化することで有害使用発生の予防や偏見の除去に繋がります。

８．医学教育などの関連専門職教育、生涯教育を充実させることで、対策は恒常的に前進して行きます。

９．アルコール有害使用低減に向けた研究活動も予算化され、活発になり対策が充実して来ます。

